
令和６年能登半島地震に伴う環境省の対応
（災害廃棄物処理の推進）
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住家の被害状況 [棟]（令和６年12月27日時点）

合計
床下
浸水

床上
浸水

一部
破損

半壊全壊都道府県名

24,2811420,0634,095109新潟県

22,56221,468807259富山県

103,9115679,48118,3426,077石川県

148,875196119,19223,2446,445合計

※画像は全て環境省撮影

※ 表の数字は各県ＨＰの被害報告より引用。新潟県は12/26時点、富山県は12/25時点の棟数を記載。
富山県の合計には未分類28棟を含む。

※ 非住家被害は、石川県は公共建物330棟,その他35,443棟、新潟県は非住家68棟。

新潟県新潟市 路面の隆起
（１月２日）

石川県穴水町 民家の被害
（１月５日）

石川県七尾市 道路被害
（１月９日）
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環境省の支援体制

災害廃棄物対策チーム
廃棄物適正処理推進課・災害廃棄物対策室・浄化槽推進室

環境本省

・派遣期間：１月２日～（新潟）
３日～（富山）

石川県 現地支援チーム
（能登創造的復興タスクフォース）

富山県・新潟県派遣

・派遣期間：１月５日～
・派遣先：珠洲市、輪島
市、能登町、穴水町、志
賀町、七尾市

６市町常駐・巡回

・派遣期間：１月２日～

石川県庁常駐・巡回

・持続可能社会推進コンサルタント協会（専門家派遣）
・におい・かおり環境協会（専門家派遣）
・日本環境衛生センター（専門家派遣）
・全国都市清掃会議（収集支援）
・全国清掃事業連合会（収集支援）

D.Waste-Net

・派遣期間：１月５日～
・派遣先：２県14自治体

人材バンク

・派遣期間：１月13日～
・派遣先：２県13自治体

応援職員短期派遣※

本ペーパーに記載されている団体は一例であり、
多くの関係者からご協力をいただき、被災地を支援している。

※延べ7,061人日の職員を派遣（12月24日時点）
現地災害対策本部を除いた人数

※災害廃棄物中部ブロック
広域連携計画等
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D.Waste-Net(災害廃棄物処理支援ネットワーク)へ支援を依頼
・専門家を延べ1,173人日、収集運搬車両85台を派遣

自治体等による支援（令和６年12月31日現在）

災害廃棄物処理支援員制度（人材バンク）により、自治体の支援員91名、補佐職員78名が被災
自治体に対して支援を実施
・東北管内からは、岩手県、宮城県、仙台市、石巻市、大崎市、東松島市、秋田市、郡山市、
いわき市、本宮市の10自治体より派遣

D.Waste-Net

人材バンク

各大規模災害時廃棄物対策ブロック協議会「大規模災害発生時における災害廃棄物対策行動計
画」などに則り、自治体が被災自治体に対して支援を実施
・全国から石川県内自治体へ4,637人日、東北管内からは314人日を派遣
（東北ブロック管内の支援自治体）
【七尾市】 青森市、秋田県、福島県
【輪島市】 八戸市、八幡平市、奥州市、仙台市、気仙沼市、山形県、福島県
【珠洲市】 陸前高田市、松島町、福島市、本宮町、田村市
【志賀町】 陸前高田市、柴田町、湯沢市、河北町
【中能登町】 八戸市 【穴水町】 田野畑村、南相馬市 【能登町】 弘前市、秋田市、須賀川市

応援職員短期派遣
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取組状況

面的な解体・撤去による工事の加速化

対象エリア

輪島朝市における解体・撤去工事

撤去前

※1 解体実施棟数（累計）には発注数を含む ※2 自費解体及び緊急・公費解体の合計棟数

• 輪島朝市の対象エリアの家屋等に対して、
法務局による職権滅失登記が完了。

• 行政書士会の協力も得ながら、申請プロ
セスを加速化し、がれき撤去は概ね完了。

• 輪島市門前地区･町野地区や珠洲市蛸島
地区及び宝立町鵜飼･春日野地区におけ
る面的な解体撤去にも支援を実施。

公費解体の申請手続等の円滑化
• 申請書類の合理化についてマニュアル等の策定・改訂を行い周知
• 建物性が失われた家屋等は関係者全員の同意取得を不要とし、登記官による職権滅失登記や土地
家屋調査士の協力等により、申請手続を簡素化

工事前調整の円滑化･効率化による解体工事発注の加速化
• 工事前調整の効率化や委託技術者（補償コンサルタント）の体制確保・強化

解体見込棟数の見直し、中間目標の設定等
• 8月26日に「公費解体加速化プラン」を策定。
解体見込棟数の見直し(22,499棟⇒32,410棟)や中間目標の設定(令和6年12月末、約12,000棟解体)、
解体ピーク時の解体工事体制の拡充・強化（600班規模⇒1,120班）等を実施

災害廃棄物の広域処理の拡充

関東ブロック

• 効率的な運搬が可能な
鉄道輸送での広域処理
を実施中。9/27以降順
次受入処理開始。

中部ブロック

• 大型車両で搬入可能な自治
体処理施設への道路輸送で
の広域処理を実施中。9/4
以降順次受入処理開始。

• 大型車両で搬入可能な自治体処理施設への道路輸送
での広域処理を実施予定。順次受入処理予定。

連結トレーラー等
の大型車両

被災市町
仮置場

積替保管場
（金沢市内）

中部・近畿ブロック
自治体処理施設

関東ブロック
自治体処理施設

陸上輸送 広域処理フロー

道路輸送
アームロール車等の大型車両

鉄道輸送（+道路輸送）
コンテナ貨物（+トラック等）

約20m

大型車両
(連結トレーラー)

飯田港(珠洲市)

近畿ブロック

積替保管場(金沢市)

※今後、状況等に応じて受入先を順次拡充

北陸ブロック内で、宇出津港(能
登町:7/11開始)、飯田港(珠洲
市:7/30開始)等を活用した海上
輸送を実施。木くず等を搬出し、
県外の民間施設で受入処理中。

広域処理(福井県)

宇出津港(能登町)

広域処理(川崎市)

12月末11月末10月末9月末8月末7月末6月末5月末4月末

34,83933,41131,86530,04028,20025,21221,76716,97110,279申請棟数

27,54723,16119,13114,51210,1496,3893,1161,277316解体実施棟数
※1

14,15211,0207,7345,0963,3962,1881,076466178(うち完了※2)

12月24日

※ 解体見込棟数（32,410棟）に対する解体棟数の割合
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降雪影響

解体率
※約43.7%

（解体申請棟数に対して約40.6%）
(累計：12月末時点)

災害廃棄物処理（公費解体）の推進について


